
JP 6193758 B2 2017.9.6

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ａ）界面活性剤を含む、連続的した水性液相と、
　ｂ）硬化性または重合性のエポキシ樹脂から調製される、１～２００ミクロンの平均粒
径を有するエポキシポリマーマトリックス粒子を含む、少なくとも１種類の分散固相であ
って、ここで、前記エポキシポリマーマトリックス粒子の外面はコロイド状固体材料を含
み、かつ前記エポキシポリマーマトリックス粒子は、エポキシポリマー中に溶解した少な
くとも１種類の農薬有効成分を有する、前記少なくとも１種類の分散固相と
を含む、水性液分散濃縮組成物。
【請求項２】
　前記分散固相が少なくとも１種類の非架橋性の可動性化学薬剤を含む、請求項１に記載
の組成物。
【請求項３】
　前記ポリマーマトリックス粒子を構成するポリマー分子は、親水基を含有する、請求項
１又は２に記載の組成物。
【請求項４】
　任意選択で各分散固相が、前記有効成分の放出を遅らせるための拡散バリヤーとして働
く少なくとも１種類の非多孔質粒状無機材料を含む、請求項１～３のいずれか１項に記載
の組成物。
【請求項５】
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　前記連続相（ａ）が、水と、実質的に水混和性の非水性液又は水溶性溶質とを含む、請
求項１～４のいずれか１項に記載の組成物。
【請求項６】
　前記連続相（ａ）が、少なくとも１種類の農薬有効成分をさらに含み、かつ前記有効成
分が、溶液、エマルション、ミクロエマルション、あるいはマイクロカプセルまたは微粒
子の懸濁液から選択される状態である、請求項１～５のいずれか１項に記載の組成物。
【請求項７】
　前記コロイド状固体が、微粒子の形態の、かつ前記ポリマーマトリックス粒子の表面に
分布されるピッカリング安定剤として機能する農薬有効成分を含む、請求項１～６のいず
れか１項に記載の組成物。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか１項に記載の濃縮組成物の有効量を水および液肥から選択され
る水性液状キャリアで希釈し、前記希釈組成物を植物種またはその場所に散布することに
よって、有害生物が前記植物種に蔓延するのを防除または駆除する、あるいは植物成長を
調節する方法。
【請求項９】
　請求項１に記載の水性液分散濃縮液の製造方法であって、
ａ）少なくとも１種類の農薬有効成分を、任意選択で少なくとも１種類の非架橋性の可動
性化学薬剤を含有する、任意選択で非多孔質粒状無機物を含有する、また任意選択で化学
硬化剤を含有する液状の硬化可能な、固化可能な、または重合可能なエポキシ樹脂中に溶
解させるステップ、
ｂ）前記溶液を、コロイド状固体エマルション安定剤および任意選択で化学硬化剤を含有
する水性液と一緒にし、前記溶液のエマルションを形成するのに十分な機械的撹拌を施す
ステップ、および
ｃ）前記エポキシ樹脂の硬化、固化、または重合を引き起こしてエポキシポリマーマトリ
ックス粒子の水性液分散液を生成するステップであって、前記エポキシポリマーマトリッ
クス粒子が、前記エポキシポリマー中に溶解した少なくとも１種類の農薬有効成分と、前
記エポキシポリマーマトリックス粒子の表面に分布したコロイド状固体とを含有する、ス
テップ
を含む、方法。
【請求項１０】
　１～２００ミクロンの平均粒径を有する固体エポキシポリマーマトリックス粒子であっ
て、エポキシポリマー中に均一または不均一に溶解した少なくとも１種類の農薬有効成分
を含み、かつ前記粒子の外面領域がコロイド状固体材料を含み、かつ少なくとも１種類の
可動非架橋性化学薬剤を含む、固体エポキシポリマーマトリックス粒子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、安定化液状化学組成物、そのような組成物の調製法、およびそのような組成
物の、例えば有害生物駆除のためのまたは植物成長調節剤としての使用方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　農業的有効成分（農薬）は多くの場合、水で希釈するのに適した濃縮液の形態で提供さ
れる。多くの形態の農業用濃縮液が知られており、それらは有効成分と、様々な成分を含
むことができるキャリアとからなる。水系濃縮液は、農業的有効成分を水中に溶解、乳化
、かつ／または懸濁させることによって得られる。作物保護剤の比較的複雑なサプライチ
ェーンにより、そのような濃縮製剤は長期間貯蔵される可能性があり、また貯蔵および配
送の間に極度の温度変動、高せん断、および繰返し振動のパターンに曝される恐れがある
。このようなサプライチェーン条件は、例えば凝集、濃化、および沈降などの製剤の不具
合の可能性を増大させる恐れがある。
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【０００３】
　時には単一製剤中で、それぞれ個々の農薬の付加的特性をうまく利用する様々な農薬と
、任意選択で最適の生物学的性能を実現させる補助剤または複数種の補助剤の組合せとを
混ぜ合わせることが望ましい場合もある。例えば、その活性農薬の濃度が実用可能なもの
と同じ濃さであり、かつ任意の所望の補助剤が別個にタンク混合されるのとは対照的に製
剤に「組み込まれている」製剤を使用することによって輸送および貯蔵のコストを最小限
に抑えることができる。しかしながら、その活性農薬の濃度が高いほど、その製剤の安定
性が損なわれる、あるいは１種類または複数種類の成分が相分離する確率は大きい。これ
に加えて製剤の不具合は、複数種の有効成分が存在する場合、例えば一方の有効成分が酸
、塩基、油性液、疎水性結晶固体、または親水性結晶固体であり、もう一方の有効成分が
別の特性を有する場合のようにそれらの化学薬剤間の物理的または化学的不適合性のため
に回避することがより難しくなることもある。
【０００４】
　また、製剤からの散布場所への農薬の放出速度を制御することによってその農薬の有効
性を向上させることが望ましいこともある。具体的には、単一製剤中に複数の農薬を混ぜ
合わせ、それらの放出速度を独立して制御することが望ましい（例えばそれら農薬が同じ
速度で送達される場合に両方の作用様式がそれらを拮抗させる場合）こともある。
【０００５】
　これに加えて噴霧タンク混合物は、相互に作用することができる様々な化学薬剤および
補助剤を含有することもでき、その中に含まれる農薬のうちの１種類または複数種類の有
効性を変化させることができる。不適合性、水質の悪さ、および不十分なタンク撹拌は、
噴霧液の有効性の減少、植物毒性につながる恐れがあり、また設備性能に悪影響を及ぼす
恐れもある。
【０００６】
　エチレン不飽和性モノマーのミニエマルション重合から得られる＜１０００ｎｍの平均
粒径の分散粒子を有する有害生物駆除剤（ｐｅｓｔｉｃｉｄｅ）含有水性ポリマー分散液
が、例えば米国特許出願公開第２００８／０１７１６５８号明細書から知られる。この型
のポリマー分散液の限界は、そのミニエマルションが通常の界面活性剤によって安定化さ
れ、したがって小さな粒径および高い比表面積を有し、それがその中に含有される農薬の
急速な放出を引き起こす恐れがあることである。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　農薬液体濃縮製剤が世界中で貯蔵され、出荷され、使用される様々な条件および特殊な
状況を考慮すれば、その分散粒子が＞１０００ｎｍの平均粒径を有する水溶性、水分散性
、または感水性農薬を含めた農薬を含み、かつこれらの少なくとも幾つかの条件および状
況下で追加の安定性の利点を提供する水性ポリマー分散液の必要性が残っている。さらに
、広範囲の圃場条件下において水で希釈された場合に安定であるような高負荷を有する製
剤の必要性が存在する。さらに、製剤から散布場所への農薬の制御された放出速度を有し
、かつ複雑な水性系においてまた様々な条件下で働くような製剤の更なる必要性が存在す
る。
【０００８】
　非農業分野の製剤においても、例えば薬学的有効成分の制御された送達のために、食品
からの風味の制御された送達のために、染料または顔料の制御された送達のために、化粧
品または家庭用品からの芳香の制御された送達のために、あるいは洗浄製品中の酵素およ
び洗剤の制御された送達のために同様の特性が必要とされる。これらの業界および他の業
界において施用時に標的場所に放出することができる成分の安定な製剤を調製することが
できることの必要性が存在する。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
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　ａ）連続水性液相と、ｂ）少なくとも１ミクロンの平均粒径を有するポリマー粒子を含
む少なくとも１種類の分散固相とを含む流動性の水性分散濃縮液を含む安定化された液状
農薬組成物を提供する。その粒子の外面はコロイド状固体材料を含み、かつその粒子はそ
の中に少なくとも１種類の化学薬剤が分布している。このポリマー粒子は、硬化性または
重合性樹脂、あるいは固化可能な熱可塑性ポリマーのいずれかから調製される。一実施形
態ではこのコロイド状固体物質は、その分散相を調製するために使用される工程の間ポリ
マー樹脂をエマルション状態で安定させるのに有効な量がその分散固相中に存在する。別
の実施形態ではポリマー粒子のサイズをより意のままに制御するために界面活性剤をコロ
イド状固体物質と組み合わせて使用する。別の実施形態ではその化学薬剤は固体であり、
その分散固相内に分布するかまたは液体であり、その分散固相内に分布している。更なる
実施形態では連続液相は水であるか、あるいは水と水混和性液体または水溶性固体のいず
れかとの混合物である。別の実施形態ではポリマー粒子はまた、非架橋性の可動性化学薬
剤を含有し、それにより化学薬剤が分散相から拡散して出ていくことを可能にするやり方
で分散固相からの化学薬剤の抽出がそれを多孔質にするようにする。別の実施形態ではポ
リマー粒子を形成するポリマーは、水に曝露した時に水和し、それによってポリマーマト
リックスの透過性を増大させ、かつ化学薬剤が分散相から拡散して出ていくことを可能に
する親水基を含有する。別の実施形態では分散固相は、熱可塑性高分子樹脂を固化する、
熱硬化性樹脂を硬化する、または熱可塑性樹脂を重合することによって調製されたポリマ
ー粒子を含む。その少なくとも１種類の化学薬剤が農薬有効成分である場合、本発明のそ
れら組成物は、有害生物を駆除するためにまたは植物成長調節剤として直接にまたは希釈
して使用することができる。
【００１０】
　本発明の一実施形態によれば水性液に溶かした農薬有効成分の水性分散濃縮液は、コロ
イド状固体を用いて硬化反応または固化過程の間ポリマー樹脂をエマルション状態に安定
化させる場合に、重合、硬化、または固化させた高分子樹脂を用いて農薬有効成分をポリ
マーマトリックス中に閉じ込めることによって調製することができることを見出した。連
続水性液相内に粒子として分散されるポリマーマトリックス内に少なくとも１種類の農薬
有効成分を分布させることができる。任意選択で他の有効成分を、その連続相内に分散、
溶解、乳化、ミクロ乳化、または懸濁させることもできる。
【００１１】
　分散固相からの農薬有効成分の放出速度は、可動性非架橋分子の分散相内への任意の取
り込みによって制御することができ、これらの分子は、水性連続相中で不溶性または部分
可溶性であるように、かつ粒状ポリマーマトリックスを形成することになるポリマー樹脂
と混和性または不混和性であるように、かつその製剤が使用時に曝される水または何らか
の他の媒体中で可溶性であるように、かつそれらが抽出時に分散相中に作り出す空隙が農
薬有効成分の望ましい放出を可能にするような分子寸法であるように選択される。可動性
非架橋分子は、分散固相中に分子分散物（ポリマー樹脂と混和性の場合）として、または
分離した含有物（ポリマー樹脂と不混和性の場合）として存在することができる。
【００１２】
　分散固相からの農薬有効成分の放出速度はさらに、拡散バリヤーとしての非多孔質粒状
無機物の分散相内への任意選択の取込みによっても制御することができる。本発明の目的
では非多孔質とは、無機物に農薬有効成分の個々の分子よりも大きな細孔がなく、その無
機物の粒子を通過する農薬の拡散係数が１０-15ｍ2／秒未満であるようなものであること
を意味する。
【００１３】
　本発明の水性分散濃縮液は、水溶性の、水分散性の、感水性の、また他の農薬に関して
、その製剤の化学的および物理的安定性を向上させるような、かつ貯蔵、出荷、および使
用の点から見て実用性を与える有用な長期間の保護を有する。また本発明の分散濃縮液に
より、有効成分が液体であるか固体であるかに関係なく、互いに物理的に相性の良いポリ
マーマトリックス粒子中にそれらを別々にまたは一緒に取り込むことによって単一製剤中
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で複数種の有効成分を組み合わせることが可能になるので便利である。本発明の分散濃縮
液はまた、その濃縮液または最終使用希釈製剤からの農薬の標的場所への放出速度を制御
する能力および標的有害生物に対する生物学的性能を高める能力を与える。
【００１４】
　本発明の水性分散濃縮液は、農業分野以外でもまた有用性を有し、そこには安定な製剤
を調製し、化学薬剤を標的部位に送達する必要性が存在する。これらの目的では農薬を、
必要に応じて他の化学薬剤に置き換えることができる。したがって本発明の関連ではこれ
ら化学薬剤には、任意の触媒、補助剤、ワクチン、遺伝子ベクター、薬物、芳香剤、香味
料、酵素、胞子または他のコロニー形成単位（ＣＦＵ）、洗剤、染料、顔料、接着剤、あ
るいは製剤からの化学薬剤の放出が必要とされる他の成分が挙げられる。これに加えてこ
れら水性分散濃縮液を乾燥して、所望どおりの粉体または粒状製品を調製することもでき
る。
【００１５】
　分散相硬化ポリマーマトリックスの調製に使用するのに適した重合性樹脂は、重合して
熱硬化性または熱可塑性のいずれかのポリマー粒子にすることが可能なモノマー、オリゴ
マー、またはプレポリマーから選択することができる。本発明によれば分散相ポリマーマ
トリックスはまた、ポリマーを少なくとも１種類の農薬もまた含有している揮発性の水不
混和性溶媒中に溶解し、コロイド安定剤を用いてこの溶液を水中でピッカリングエマルシ
ョンとして安定化させ、次いでこのエマルションを加熱して揮発性溶媒を蒸発させ、熱可
塑性ポリマーマトリックスの分散固相を形成することによって形成することもできる。こ
れに加えて分散相ポリマーマトリックスは、少なくとも１種類の農薬有効成分を、少なく
とも１種類の適切な熱可塑性ポリマーの溶融液を含む非水性液状混合物中に溶解または懸
濁させ、前記分散濃縮液を１～２００ミクロンの平均液滴サイズまで乳化して加熱した水
性液（この液体もまた（ピッカリング）エマルション安定剤としてコロイド状固体を含有
する）にし、このエマルションを冷却して熱可塑性高分子粒子を生成することによっても
形成することができる。
【００１６】
　本発明はさらに、封入された農薬を含むポリマー粒子に関し、このポリマー粒子は、こ
のような粒子内に均一または不均一に分布するか、このようなポリマー粒子内にドメイン
の形で存在するかのいずれかであり、かつそれら粒子の外面領域がコロイド状固体材料を
含む。
【００１７】
　本発明はまた、土壌または葉などの場所の有害生物の駆除または制御方法、あるいは植
物の成長の調節方法を含み、この方法は、本発明による分散濃縮液で前記場所を処理する
か、あるいは本発明による濃縮液を水または液肥中に分散させ、その得られる希釈した水
性最終使用製剤で前記場所を処理することを含む。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　したがって一実施形態では本発明の水性分散濃縮組成物は、
ａ）任意選択で少なくとも１種類の化学薬剤を含む連続水性液相と、
ｂ）少なくとも１ミクロンの平均粒径を有するポリマー粒子（その粒子の外面は、分散相
を調製するために使用される工程の間ポリマー粒子をエマルション状態に安定させるのに
有効な量で存在するコロイド状固体材料を含み、かつポリマー粒子はその中に少なくとも
１種類の化学薬剤が分布している）を含む少なくとも１種類の分散固相と
を含む。
【００１９】
　一実施形態ではこの化学薬剤は、農薬有効成分である。
【００２０】
　一実施形態ではこのコロイド状固体材料は、ピッカリングコロイドエマルション安定剤
である。
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【００２１】
　一実施形態ではポリマー粒子は、そのようなポリマー粒子内に均一または不均一に分布
するか、そのような粒子内にドメインの形で存在する封入された農薬を含む。
【００２２】
　本発明の関連では平均粒径または平均液滴径は体積加重平均を指し、一般にはＤ（ｖ，
０．５）を意味する。
【００２３】
　一実施形態では農薬有効成分は固体であり分散固相内に分布しているか、または液体で
あり分散固相内に分布している。
【００２４】
　一実施形態では分散相中の農薬有効成分（ａ．ｉ．）は、水溶性、水分散性、または感
水性である。
【００２５】
　別の実施形態では本発明の液状農薬組成物に使用される分散濃縮液は、硬化剤と混ぜ合
わせたときに周囲条件で緩慢な硬化または重合反応を示す硬化剤、モノマー、オリゴマー
、プレポリマー、またはこれらのブレンド物を使用して形成されるものである。具体的に
は硬化剤と混合した後、少なくとも１５分間、より具体的には３０分間、最も具体的には
１時間のあいだ周囲条件下で粘度の顕著な増加を示さない硬化剤、モノマー、オリゴマー
、プレポリマー、またはこれらのブレンド物が適している。
【００２６】
　本発明の一実施形態によれば重合可能な熱硬化性樹脂には、不可逆的に重合または硬化
して、熱分解点未満の高温で融解または変形しない高分子マトリックスを形成することが
できるあらゆる分子が含まれることを理解されたい。この重合反応は、熱的に、あるいは
化学硬化剤の添加によって、あるいはラジカルまたはイオンを生成させるのに適した照射
によって、例えば可視光線、ＵＶ、マイクロ波、または他の電磁波照射、または電子線照
射によって開始することができる。例には、フェノール樹脂、尿素樹脂、メラミン樹脂、
エポキシ樹脂、ポリエステル、シリコーン樹脂、ゴム、ポリイソシアナート、ポリアミン
、およびポリウレタンが挙げられる。これに加えて植物性油脂、ダイズ、または木材など
の天然材料から誘導されるエポキシまたはポリエステル樹脂を含めたバイオプラスチック
または生分解性の熱硬化性樹脂を使用することもできる。
【００２７】
　本発明の別の実施形態によれば重合可能な熱可塑性樹脂には、重合または硬化して、熱
分解点未満の高温で融解または変形することができる高分子マトリックスを形成すること
ができるあらゆる分子が含まれることを理解されたい。この重合反応は、熱的に、あるい
は化学硬化剤の添加によって、あるいはラジカルまたはイオンを生成させるのに適した照
射によって、例えば可視光線、ＵＶ、または他の電磁波照射、または電子線照射によって
開始することができる。好適なエチレン不飽和性モノマーの例には、スチレン、酢酸ビニ
ル、α－メチルスチレン、メタクリル酸メチル、米国特許出願公開第２００８／０１７１
６５８号明細書に記載のものなどが挙げられる。ｉｎ－ｓｉｔｕミニ乳化重合から調製す
ることができるポリマー粒子用の熱可塑性ポリマーの例には、ポリメタクリル酸メチル、
ポリスチレン、ポリスチレン－ｃｏ－ブタジエン、ポリスチレン－ｃｏ－アクリロニトリ
ル、ポリアクリラート、ポリアクリル酸アルキル、ポリ酢酸アルキル、ポリアクリロニト
リル、またはこれらのコポリマーが挙げられる。
【００２８】
　本発明のさらに別の実施形態によれば固化可能な熱可塑性樹脂には、揮発性溶媒に溶解
することができ、その溶媒が加熱により蒸発して熱分解点未満の高温で融解または変形す
ることができる高分子マトリックスを生み出すことができるようなあらゆる分子が含まれ
ることを理解されたい。この揮発性溶媒は、その連続水性相と不混和性であり、かつ十分
に揮発性（好都合には、何らかの顕著な分解が起こる温度未満の温度まで加熱することに
よって組成物から除去することができる）であるように選択される。例には、前述のエチ
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レン不飽和性モノマー、ならびに酢酸セルロース、ポリアクリラート、ポリカクロラクト
ン、およびポリ乳酸などのポリマーが挙げられる。また、ポリメチルメタクリラート、ポ
リスチレン、ポリ酢酸エチルビニル、酢酸セルロース、ポリアクリラート、ポリアクリロ
ニトリル、ポリアミド、ポリアルキレンテレフタラート、ポリカーボナート、ポリエステ
ル、ポリフェニレンオキシド、ポリスルホン、ポリイミド、ポリエーテルイミド、ポリウ
レタン、ポリ塩化ビニリデン、ポリ塩化ビニル、ポリプロピレン、およびワックスなども
挙げられる。これに加えてバイオプラスチックまたは生分解性ポリマー、例えば熱可塑性
デンプン、ポリ乳酸、ポリヒドロキシアルカノエート、ポリカプロラクトン、ポリエステ
ルアミドもまた、ポリマー粒子の調製に使用するのに適している。揮発性溶媒の例には、
ヘキサンおよびヘプタンなどのアルカンと、ベンゼンおよびトルエンなどの芳香族溶剤と
、ジクロロメタンおよびトリクロロメタンなどのハロゲン化溶剤とが挙げられる。好適な
ポリマーおよび溶媒の他の例が、国際公開第２０１１／０４０９５６Ａ１号パンフレット
明細書に記載されている。
【００２９】
　本発明によれば分散相のポリマー粒子は、１～２００ミクロン、より具体的には１～１
００ミクロン、最も具体的には２～８０ミクロンの平均粒径を有する。
【００３０】
　一実施形態では好適な重合性樹脂とポリマー溶液とは、その連続相に使用される水性液
と実質上不混和性のものである。
【００３１】
　本発明の関連ではコロイド状固体材料は、その問題の特性が他の材料とのその表面相互
作用によって決まるものである。したがってコロイド状固体は、必然的に高い比表面積を
有し、一般には１０ｍ2／ｇを超えるものである。例えばコロイド状固体は、例えば国際
公開第２００８／０３０７４９号パンフレットに記載されているように不混和性液体のエ
マルションを安定化することができる。この目的に適う場合、このようなコロイド状固体
を、ピッカリングコロイド、コロイドエマルション安定剤、または他の同義の用語で呼ぶ
ことができる。あるコロイド状固体が本明細書中で使用されるエマルションを安定化する
ことができるかどうかの機能テストが知られている。そのようなテストの１つを、下記の
段落１１０において述べる。すべてのコロイド状固体が不混和性液体の任意の所与の対の
エマルションを安定化することができるとは限らず、当業者はこのような機能テストを使
用して適切なコロイドを識別することができる。
【００３２】
　前述のように分散固相からの農薬有効成分の放出速度はさらに、任意選択で拡散バリヤ
ーとしての非多孔質粒状無機物を分散相内に取り込むことによっても制御することができ
る。一部の環境では分散相内で拡散バリヤーとして使用されるその同じ非多孔質粒状無機
物がコロイドエマルション安定剤としても働くことができる。この状況ではその粒状無機
物は、下記で述べる調製過程中の２つの離れた時点で加える（まず第一に分散相の粒子内
に取り込まれるようになるように分散相濃縮液に、第二にエマルションを安定化するため
に水性連続相に）ことができる。
【００３３】
　別の実施形態では、分散固相ｂ）中に分布している農薬有効成分のための連続相ａ）に
使用するのに適した水性液の親和性は、実質上すべての農薬有効成分が分散固相中に残留
し、実質上少しも連続相に移動しないようなものである。当業者は、連続相と分散固相の
間の化合物（この場合は分散相の農薬有効成分）の分配係数を決定するための任意の標準
的な試験手順に従うことによって、問題になっている具体的な農薬有効成分について特定
の水性液がこの判定基準を満たすかどうかを容易に決定することができるはずである。し
たがってその分散固相ｂ）は、連続相ａ）と不混和性である。
【００３４】
　さらなる実施形態では連続相ａ）に使用するのに適した水性液は、水に溶かした水溶性
溶質の溶液である。
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【００３５】
　連続相に使用するのに適した水溶性溶質には、塩類、例えばアンモニウムの、また周期
表の１～１２族のものなど金属のハロゲン化物、硝酸塩、硫酸塩、炭酸塩、リン酸塩、亜
硝酸塩、亜硫酸塩、窒化物、および硫化物が挙げられる。他の好適な溶質には、糖類およ
びオスモライト、例えば多糖、タンパク質、ベタイン、およびアミノ酸が挙げられる。
【００３６】
　一実施形態では連続相ａ）に使用するのに適した水性液は、水と、実質的に水混和性の
非水性液との混合物である。本発明の関連では用語「実質的に水混和性」とは、少なくと
も５０重量％までの濃度で水中に存在する場合に単一相を形成する非水性液を意味する。
【００３７】
　連続相ａ）に使用するのに適した実質的に水混和性の非水性液には、例えば炭酸プロピ
レンと、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、プロピ
レングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコール、ブチレングリコ
ール、ヘキシレングリコール、および約８００までの分子量を有するポリエチレングリコ
ールから選択される水混和性グリコールと、酢酸ジ（プロピレングリコール）メチルエー
テルまたは二酢酸プロピレングリコールなどのアセチル化グリコールと、リン酸トリエチ
ルと、乳酸エチルと、γ－ブチロラクトンと、プロパノールまたはテトラヒドロフルフリ
ルアルコールなどの水混和性アルコールと、Ｎ－メチルピロリドンと、ジメチルラクトア
ミドと、これらの混合物とが挙げられる。一実施形態では連続相ａ）に使用される非水性
の実質的に水混和性の液体は、少なくとも１種類の任意の農薬有効成分の溶媒である。
【００３８】
　別の実施形態では連続相ａ）に使用される水性の実質的に水混和性の液体は、あらゆる
比率で水と完全に混和性である。別法では連続相ａ）に使用される水性の実質的に水混和
性の液体は、約１０００を超える分子量を有するポリエチレングリコールなどの蝋状固体
であり、この蝋状固体と水の混合物は高温で組成物を形成することによって液体状態に保
たれる。
【００３９】
　当業者は、水の量とその性質、および非水性の水混和性液または水溶性溶質の量を変え
て連続相ａ）に使用するのに適した混合水性液を得ることができ、これらの量を必要以上
に実験することなく決めることができることを理解するはずである。一実施形態では水性
連続相は５～９５重量％、より好ましくは３０～９０重量％のエチレングリコールを含み
、残分が水である。別の実施形態では水性連続相は５～９５重量％、より好ましくは３０
～９０重量％のグリセロールを含み、残分が水である。
【００４０】
　一実施形態では、濃縮液を水で希釈した場合、農薬の一部がポリマーマトリックス粒子
からゆっくり拡散して出ていく。噴霧タンク中の乳化ポリマー粒子からの農薬の放出速度
は、例えば濃縮液中の分散ポリマー粒子のサイズ、ポリマー中の有効成分の濃度、噴霧タ
ンク分散液のｐＨを変えること、任意選択でポリマーマトリックス中に非多孔質粒状無機
物（拡散バリヤーとしての）を含めること、またポリマー粒子を形成するために使用され
るモノマー、オリゴマー、プレポリマー、および／または硬化剤を含めて熱可塑性ポリマ
ーまたは重合性樹脂の量および性質を変えることによって調整することができる。
【００４１】
　その際、分散相はまた、１種類または複数種類の非架橋性の可動性化学薬剤を含み、そ
れにより分散相からこの化学薬剤が拡散して出ていくことを可能にするやり方でその分散
相からの化学薬剤の抽出がそれを多孔質にするようにすることができる。製剤濃縮液内で
速やかに拡散して出ていくように可動性化学薬剤を選択し、それによりポリマーマトリッ
クスを多孔質にして水で希釈した時に農薬が速やかに放出されるようにすることができる
。別法では水性連続相中の溶解度が限定されるように可動性化学薬剤を選択し、それによ
りこの可動性化学薬剤は、製剤が水で希釈されるか、または標的場所に散布された後にポ
リマーマトリックスからゆっくり拡散して出ていき、そのため農薬が実質的に標的場所で
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のみ放出されるようにすることができる。例には、界面活性剤、溶媒、オリゴマー、ポリ
マー、コポリマー、酸、塩基、天然または合成油、天然または合成アルコール、実質的に
水溶性の化合物、または実質的に不水溶性の化合物が挙げられる。特定の実施形態では可
動性化学薬剤を、それが特定の水性連続相中で限られた溶解度を有するように選択し、例
えば酸性の水性連続相中では実質的に不溶性であるが、水で希釈または標的場所に散布す
るとそのｐＨが分散濃縮液内よりも高くなる有機酸を選択し、それによりこの有機酸（可
動性化学薬剤）が溶解してポリマーマトリックスから出ていき、それを多孔質にし、有効
成分の放出を可能にするようにすることができる。別の特定の実施形態では可動性化学薬
剤は、それが水性環境中では限られた溶解度を有するが、植物のクチクラなどの蝋状物質
中では高い溶解度を有するように選択され、それによりこの可動性化学薬剤は実質上、植
物の葉と接触したときにのみマトリックスから抽出され、次いで有効成分は主に葉の表面
でのみ放出される。
【００４２】
　別の実施形態では過剰のアミン基を有するポリマーマトリックスを作り出すことによっ
て農薬有効成分のｐＨ依存性放出を達成する。希釈時にアミン基は水和するが、水和の速
度および程度はｐＨが低いほど増大する。噴霧タンク中で希釈時のｐＨは分散相内に塩基
成分を含めることによって制御することができるが、散布後、次第にそのｐＨは中性にな
り、放出速度が増大する。別法では過剰な酸性基、またはアミン以外の他の塩基を有する
ポリマーマトリックスを作り出す。ｐＨ感度の性質はさらに、ｐＫａまたはｐＫｂの値を
それぞれ変える酸基または塩基基を選択することによっても調整することができる。
【００４３】
　別の実施形態では分散相からの有効成分放出プロフィールは、水に希釈時にポリマーマ
トリックス粒子が水和、膨張し、それによりマトリックスがより透過性になるように、親
水基を含有する架橋性モノマーを組み込むことによって改変することができる。特定の実
施形態では架橋性モノマーは、グリセロールジグリシジルエーテルエポキシ樹脂である。
別の特定の実施形態では架橋性モノマーは、ポリプロピレンオキシドジグリシジルエーテ
ルエポキシ樹脂である。
【００４４】
　分散相中の非架橋性の可動性化学薬剤はまた、任意選択で、本発明の液状農薬組成物を
調製するために使用される液分散濃縮液内で界面活性剤または分散剤として機能するよう
に選択することもできる。このように選択される場合、その可動性化学薬剤は分散濃縮液
中に存在する粒子の表面に吸着し、それによってそれらの粒子の分散を安定化させること
になる。この挙動は、下記の方法の少なくとも１つで観察できるはずである。すなわち、
顕微鏡で観察したとき、分散濃縮液内で粒子が凝集塊としてではなく個別的に分布するは
ずであり、あるいは可動性化学薬剤を加えたとき、分散濃縮液の粘度が減少するはずであ
り、あるいは液状農薬組成物を調製するとき、粒子が連続相から消え去るのではなく分散
相内に残留する傾向がより大きいはずである。この目的に役立つ好適な可動性化学薬剤の
例には、α－オレフィンとＮ－ビニルピロリドンのコポリマー、例えばアルキル化ビニル
ピロリドンコポリマー、例えばＡｇｒｉｍｅｒ（例えば、１－エテニルヘキサデシル－２
－ピロリドンから作られるＡｇｒｉｍｅｒ（登録商標）ＡＬ－２２）（Ｉｎｔｅｒｎａｔ
ｉｏｎａｌ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ（ＩＳＰ）Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ
）など、またはα－オレフィンとエチレングリコールのコポリマー、例えばＣｒｏｄａ　
Ｃｏｒｐ．のＡｔｌｏｘ　４９１４など、または有機ケイ素界面活性剤、例えばＳｉｌｗ
ｅｔ　Ｌ－７７（Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅ　Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ）
が挙げられる。
【００４５】
　一実施形態では本発明の水性液分散濃縮組成物は、それぞれが１種類または２種類以上
の化学薬剤（農薬有効成分など）を含有するポリマー粒子の混合物を含む。その化学薬剤
のそれぞれ１種類が、同一または別の分散相ポリマー粒子内に封じ込められ、かつ任意選
択でそれぞれの分散相の粒子が、上記のように別の可動性化学薬剤および／またはポリマ
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ーマトリックスを含み、それによりそれぞれの化学薬剤または薬剤混合物が異なる放出プ
ロフィールを有するようにする。任意選択でそれぞれ別々の固体分散相が異なる粒度を有
することもできる。
【００４６】
　一実施形態では本発明の水性液分散濃縮組成物は、細かく分割し懸濁させたポリマー粒
子の形態の固相を含み、それらポリマー粒子はそれらの外面にコロイド状固体材料を含み
、かつ少なくとも１種類の農薬有効成分を含有する。このようなポリマー粒子の平均粒径
は、一般には２００ミクロン未満、しばしば１００ミクロン未満、例えば１～２００ミク
ロンの範囲内、具体的には１～１００ミクロンの範囲内、とりわけ２～８０ミクロンの範
囲内である。
【００４７】
　用語「農薬有効成分」とは、望ましくない有害生物、例えば植物、昆虫、マウス、微生
物、藻、真菌、細菌などを殺す、防除する、または成長を調節するのに有効な化学薬剤お
よび生物学的組成物（殺虫有効成分など）、例えば本明細書中で述べるものを指す。この
用語はまた、他の活性化合物の取込みおよび送達を促進させるために補助剤として働く化
合物にも適用することができる。またこの用語は、所望の様式で植物の成長を調節する化
合物（例えば植物成長調節剤）にも、また植物種に見出される天然の全身的活性化抵抗性
を模倣した化合物（例えば植物活性化物質）にも、また除草剤に対する植物毒性反応を低
減させる化合物（例えば毒性緩和剤）にも適用することができる。２種類以上が存在する
場合、それら農薬有効成分は独立して生物学的に有効な量で存在し、その場合、必要に応
じてその組成物は適切な量の液体キャリア、例えば水で希釈され、意図する標的、例えば
植物の葉またはその場所に散布される。
【００４８】
　本発明による連続相ａ）または分散相ｂ）内で使用するのに適した農薬有効成分の例に
は、これらに限定されないが、防かび剤、例えばアゾキシストロビン、クロロタロニル、
シプロジニル、ジフェノコナゾール、フルジオキソニル、マンジプロパミド、ピコキシス
トロビン、プロピコナゾール、ピラクロストロビン、テブコナゾール、チアベンダゾール
、およびトリフロキシストロビンと、除草剤、例えばアセトクロル、アラクロル、アメト
リン、アニロホス、アトラジン、アザフェニジン、ベンフルラリン、ベンフレセート、ベ
ンスリド、ベンゾフェンジゾン、ベンゾフェナップ、ビシクロピロン、ブロモブチド、ブ
ロモフェノキシム、ブロモキシニル、ブタクロール、ブタフェナシル、ブタミホス、ブト
ラリン、ブチレート、カフェンストロール、カルベタミド、クロリダゾン、クロルプロフ
ァム、クロルタール－ジメチル、クロルチアミド、シニドン－エチル、シンメチリン、ク
ロマゾン、クロメプロップ、クロランスラム－メチル、シアナジン、シクロエート、デス
メジファム、デスメトリン、ジクロロベニル、ジフルフェニカン、ジメピペレート、ジメ
タクロル、ジメタメトリン、ジメテナミド、ジメテナミド－Ｐ、ジニトラミン、ジノテル
ブ、ジフェナミド、ジチオピル、ＥＰＴＣ、エスプロカルブ、エタルフルラリン、エトフ
メサート、エトベンザニド、フェノキサプロップ－エチル、フェノキサプロップ－Ｐ－エ
チル、フェントラザミド、フラムプロップ－メチル、フラムプロップ－Ｍ－イソプロピル
、フルアゾレート、フルクロラリン、フルフェナセット、フルミクロラック－ペンチル、
フルミオキサジン、フルオロクロリドン、フルポキサム、フラレノール、フルリドン、フ
ルルタモン、フルチアセット－メチル、インダノファン、イソキサベン、イソキサフルト
ール、レナシル、リニュロン、メフェナセット、メソトリオン、メタミトロン、メタザク
ロル、メタベンズチアズロン、メチルダイムロン、メトベンズロン、メトラクロル、メト
スラム、メトキスロン、メトリブジン、モリネート、ナプロアニリド、ナプロパミド、ネ
ブロン、ノルフルラゾン、オルベンカルブ、オリザリン、オキサジアルギル、オキサジア
ゾン、オキシフルオルフェン、ペブレート、ペンジメタリン、ペンタノクロル、ペトキサ
ミド、ペントキサゾン、フェンメジファム、ピノキサデン、ピペロホス、プレチラクロー
ル、プロジアミン、プロフルアゾール、プロメトン、プロメトリン、プロパクロル、プロ
パニル、プロパジン、プロファム、プロピソクロール、プロピザミド、プロスルホカルブ
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、ピラフルフェン－エチル、ピラゾギル（ｐｙｒａｚｏｇｙｌ）、ピラゾリネート、ピラ
ゾキシフェン、ピリブチカルブ、ピリデート、ピリミドバック－メチル、キンクロラック
、シデュロン、シマジン、シメトリン、Ｓ－メトラクロル、スルコトリオン、スルフェン
トラゾン、テブタム、テブチウロン、テルバシル、テルブメトン、テルブチラジン、テル
ブトリン、テニルクロール、チアゾピル、チアジアジミン、チオベンカルブ、チオカルバ
ジル、トリアレート、トリエタジン、トリフルラリン、およびバーノレートと、除草剤毒
性緩和剤、例えばベノキサコール、ジクロルミド、フェンクロラゾール－エチル、フェン
クロリム、フルラゾール、フルキソフェニム、フリラゾール、イソキサジフェン－エチル
、メフェンピル、メフェンピルのアルカリ金属またはアルカリ土類金属またはスルホニウ
ムまたはアンモニウムカチオン、メフェンピルージエチル、およびオキサベトリニルと、
殺虫剤、例えばアバメクチン、クロチアニジン、エマメクチン安息香酸塩、γ－シハロト
リン、イミダクロプリド、シハロトリンおよびその鏡像異性体、例えばλ－シハロトリン
、テフルトリン、ペルメトリン、レスメトリン、およびチアメトキサムと、殺線虫剤、例
えばホスチアゼート、フェナミホス、およびアリジカルブとが挙げられる。
【００４９】
　さらに、揮発性の農薬有効成分、例えば周囲温度で少なくとも１Ｐａの蒸気圧を有する
ものもまた、分散相ｂ）中にうまく閉じ込められる。このような有効成分の例には、臭化
メチル、ヨウ化メチル、クロロピクリン、および１，３－ジクロロプロペンなどの揮発性
殺線虫剤が挙げられる。
【００５０】
　一実施形態では連続相中の有効成分は、溶液、エマルション、ミクロエマルション、マ
イクロカプセル、あるいは粒子または微粒子の状態であることができる。本発明の関連で
は微粒子は、複数個（少なくとも１０個）の有効成分粒子が分散相のそれぞれの粒子内に
存在するような分散相の固体高分子粒子の寸法よりも実質上小さいものであり、一方、微
粒子でない粒子は、それぞれの高分子粒子が数個の有効成分粒子のみを含有するような分
散相の固体高分子粒子の寸法よりもほんのわずか小さいものである。
【００５１】
　本発明のさらなる態様には、濃縮組成物の量を適切な液体キャリア、例えば水または液
肥で希釈し、所望の植物、樹木、動物、または場所に散布することによって、有害生物が
植物種に蔓延するのを防除またはそれを駆除する、また植物の成長を調節する方法が含ま
れる。本発明の製剤はまた、希釈生成物のための保留タンクが不必要なように連続フロー
装置中で水と混ぜ合わせて噴霧塗布設備に入れることもできる。
【００５２】
　この水性液分散濃縮組成物は容器内に貯蔵し、そこからこの組成物を注ぐまたはポンプ
で汲み出す、あるいは散布前にその中に液体キャリアを加えることができるので便利であ
る。
【００５３】
　本発明の水性液分散濃縮組成物の利点には、長期間、例えば室温で６か月以上の貯蔵安
定性と、異なる物理的状態の多様な農薬を互いに適合性の固体粒子の分散物中で混ぜ合わ
せることができるので便利なことと、農薬の放出プロフィールを意のままにかつ独立して
制御することができることと、散布混合物の調製に当たって、希釈が水または他の液体キ
ャリアで行われるので使用者にとって取り扱いが簡単になることと、貯蔵の間または希釈
時の懸濁液の沈降が少ないことと、軽微な撹拌のみで組成物を容易に再懸濁または再分散
することができ、かつ散布混合物の調製のために肥料溶液で希釈する場合、コアレッセン
スを起こしにくいことが挙げられる。
【００５４】
　本発明の組成物の散布量は、例えば使用するために選択される有効成分、駆除される有
害生物またはその成長が抑制されることになる植物の個性、使用するために選択される製
剤、およびその化合物が葉、土壌に散布されるか、経根吸収のために散布されるか、それ
とも化学溶液灌漑によるかを含めた多数の要因に左右されることになる。一般指針として
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は１ヘクタール当たり１～２０００ｇの有効成分、具体的には１ヘクタール当たり２～５
００ｇの有効成分散布量が適している。
【００５５】
　一実施形態では本発明の組成物に使用されるこれら農薬有効成分の適量は、このような
有効成分を含有する製品に関して現行製品のラベル上で与えられる既存の量に相当する。
例えば、Ｑｕａｄｒｉｓ（登録商標）銘柄のアゾキシストロビンは、１ヘクタール当たり
１１２ｇ～２２４ｇ（ａ．ｉ．）の量で散布することができ、またＱｕｉｌｔ（商標）銘
柄のアゾキシストロビン（７５ｇ／Ｌ）／プロピコナゾール（１２５ｇ／Ｌ）のプレミッ
クスは、１ヘクタール当たり０．７５Ｌ～１．５Ｌの量で散布することができる。
【００５６】
　本発明の一実施形態では組成物を使用前に希釈するために使用される水のｐＨを調整す
るために更なる化合物が存在することもできる。
【００５７】
　固体の農薬有効成分が存在する場合、その固体有効成分を、ポリマーマトリックス粒子
を形成することになる重合性樹脂（モノマー、オリゴマー、および／またはプレポリマー
など）内への分散に先立って所望の粒径に粉砕することができる。この固体を、空気粉砕
機または必要に応じて他の適切な設備を用いて乾燥状態で粉砕して所望の粒径を得ること
ができる。粒径は、約０．２～約２０ミクロン、適切には約０．２～約１５ミクロン、よ
り適切には約０．２～約１０ミクロンの平均粒径であることができる。
【００５８】
　本明細書中で使用される用語「農薬的に有効な量」とは、標的有害生物に不利に働くよ
うに制御または変更する、あるいは植物の成長を調節（ＰＧＲ）する農薬活性化合物の量
を意味する。例えば除草剤の場合、「除草に有効な量」は植物成長を制御または変更する
のに十分な除草剤の量である。これら制御または変更の効果には、自然の発育からのあら
ゆる逸脱、例えば枯死、遅延、葉枯れ、白化、矮化などが挙げられる。植物という用語は
、種子、苗木、若木、根、塊茎、幹、茎、葉、および果実を含めた植物のあらゆる物理的
部分を指す。防かび剤の場合、用語「防かび剤」とは、真菌を殺す、あるいはその成長、
増殖、分裂、再生、または蔓延を実質的に抑制する物質を意味するものとする。防かび化
合物に関して本明細書中で使用される用語「防かび的に有効な量」または「真菌を駆除ま
たは減少させるのに有効な量」は、かなりの数の真菌を殺す、あるいはその成長、増殖、
分裂、再生、または蔓延を実質的に抑制することになる量である。本明細書中で使用され
る用語「殺虫剤」、「殺線虫剤」、または「ダニ駆除剤」は、それぞれ昆虫、線虫、また
はダニを殺す、あるいはその成長、増殖、再生、または蔓延を実質的に抑制する物質を意
味するものとする。殺虫剤、殺線虫剤、またはダニ駆除剤の「有効量」は、かなりの数の
昆虫、線虫、またはダニを殺す、あるいはその成長、増殖、再生、または蔓延を実質的に
抑制することになる量である。
【００５９】
　一態様において本明細書中で使用される「（植物）成長を調節する」、「植物成長調節
剤」、ＰＧＲ、「調節する」、または「調節」には、植物の応答、すなわち細胞伸長の抑
制、例えば茎高および節間距離の減少、茎壁の強化、したがって倒伏抵抗性の増大と、観
賞植物で改良された品質の植物の経済的生産のための密集した成長と、より良好な着果の
促進と、収率の向上を目的とした子房数を増加と、果実の切除を可能にする組織の形成の
老化の促進と、秋の通信販売用の苗床および装飾用低木および樹木を落葉させることと、
寄生体の感染連鎖を断ち切るために樹木を落葉させることと、収穫を１～２回の採集に減
らし、有害昆虫の食物連鎖を断ち切ることによる収穫のプログラムを組むことを目的とし
て熟成を早めることが挙げられる。
【００６０】
　別の態様では「（植物）成長を調節する」、「植物成長調節剤」、「ＰＧＲ」、「調節
する」、または「調節」にまた、収率を上げ、かつ／または農業植物の活力を向上させる
ために本発明により定義された組成物を使用することが含まれる。本発明の一実施形態に
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よれば本発明の組成物は、農業植物の真菌、細菌、ウィルス、および／または昆虫などの
ストレス要因と、熱ストレス、栄養ストレス、寒冷ストレス、渇水ストレス、ＵＶストレ
ス、および／または塩ストレスなどのストレス要因に対する耐性を向上させるために使用
される。
【００６１】
　本発明の組成物の所望レベルの有害生物駆除（ｐｅｓｔｉｃｉｄａｌ）活性を実現する
ことに関して散布量の選択は、通常の当業者にとって決まりきった手順である。散布量は
、その農薬有効成分の活性度および何らかの適用される表示量の制限だけでなく、防除圧
、植物状態、天候、および成長状態などの要因に左右されることになる。
【００６２】
　本発明はまた、液状農薬組成物に関し、この組成物は、
　ａ）任意選択で、少なくとも１種類の農薬有効成分（例えば、溶液または分散液、例え
ばマイクロカプセルまたは微粒子のエマルション、ミクロエマルション、および／または
懸濁液などから選択される状態の）を含む連続水性液相と、
　ｂ）硬化性または重合性樹脂、あるいは固化可能な熱可塑性ポリマーのどちらかから調
製されたポリマー粒子を含み、その粒子の外面がコロイド状固体材料を含み、かつその粒
子はその中に少なくとも１種類の農薬有効成分が分布している少なくとも１種類の分散固
相と
を含む。
【００６３】
　本発明の更なる態様は、ある場所の有害生物を駆除するまたは植物の成長を調節するた
めの希釈した水性噴霧組成物に関し、この組成物は、
　ａ）適切な液体キャリア、例えば水または液肥を噴霧組成物中のそれぞれの有効成分の
所望の最終濃度を得るのに十分な量で含む連続水性液相と、
　ｂ）硬化性または重合性樹脂、あるいは固化可能な熱可塑性ポリマーのどちらかから調
製されたポリマー粒子を含み、その粒子の外面がコロイド状固体材料を含みかつその粒子
はその中に少なくとも１種類の農薬有効成分が分布している、少なくとも１種類の分散固
相と、
　ｃ）任意選択で、その液体キャリア中に分散、溶解、懸濁、ミクロ乳化、かつ／または
乳化された少なくとも１種類の農薬有効成分と
を含む。
【００６４】
　別の実施形態では本発明は、微量（ＵＬＶ）散布用の希釈した有害生物駆除および／ま
たはＰＧＲ組成物に関し、この組成物は、
　ａ）５５℃を超える引火点を有するキャリア溶媒をＵＬＶ組成物中のそれぞれの有効成
分の所望の最終濃度を得るのに十分な量で含む連続相と、
　ｂ）硬化性または重合性樹脂、あるいは固化可能な熱可塑性ポリマーのどちらかから調
製されたポリマー粒子を含み、その粒子の外面はコロイド状固体材料を含みかつその粒子
はその中に少なくとも１種類の農薬有効成分が分布している、少なくとも１種類の分散固
相と
を含む。
【００６５】
　本発明はまた、有用な植物の作物における有害生物を駆除または防除する、あるいはこ
のような作物の成長を調節するための方法に関し、前記方法は、
　１）所望の場、例えば植物、植物の部分、またはその場所を、
　ａ）任意選択で少なくとも１種類の農薬有効成分を含む、かつまた任意選択で少なくと
も１種類の酸性または塩基性成分を含む連続水性液相と、
　ｂ）硬化性または重合性樹脂、あるいは固化可能な熱可塑性ポリマーのどちらかから調
製されたポリマー粒子を含み、その粒子の外面がコロイド状固体材料を含みかつその粒子
はその中に少なくとも１種類の農薬有効成分が分布している、少なくとも１種類の分散固
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相と
を含む濃縮組成物で処理すること、または
　２）必要ならば濃縮組成物を、それぞれの農薬有効成分の所望の最終濃度を得るのに十
分な量の適切なキャリア、例えば水、液肥、または５５℃を超える引火点を有するキャリ
ア溶媒で希釈し、次いで希釈した噴霧またはＵＬＶ組成物で所望の場、例えば植物、植物
の部分、またはその場所を処理すること
を含む。
【００６６】
　植物という用語は、種子、苗木、若木、根、塊茎、幹、花、茎、葉、および果実を含め
た植物のあらゆる物理的部分を指す。場所という用語は、その植物が成長しつつある所、
または成長すると予想される所を指す。
【００６７】
　本発明による組成物は、農業で便利に使用される散布の全ての方法、例えば、発芽前散
布、発芽後散布、収穫後および種子粉衣に適している。本発明による組成物は、作物の場
に発芽前または後に散布するのに適している。
【００６８】
　本発明による組成物は、有用な植物の作物において有害生物を駆除および／または防除
するのに、あるいはそのような植物の成長を調節するのに特に適している。これら好まし
い有用植物の作物には、カノーラと、穀物、例えばオオムギ、カラスムギ、ライムギ、お
よびコムギと、ワタと、トウモロコシと、ダイズト、テンサイと、果実と、漿果と、堅果
と、野菜と、草花と、樹木と、低木と、芝生とが挙げられる。本発明の組成物に使用され
る成分は、当業者に知られている様々な方法で様々な濃度で散布することができる。これ
ら組成物が散布される量は、駆除される有害生物の特定の種類、必要とされる駆除の度合
い、および散布の時機および方法に左右されることになる。
【００６９】
　これら作物には、品種改良の通常の方法によって、または遺伝子工学によって除草剤ま
たは数種の除草剤（例えば、ＡＬＳ阻害剤、ＧＳ阻害剤、ＥＰＳＰＳ阻害剤、ＰＰＯ阻害
剤、ＡＣＣアーゼ、およびＨＰＰＤ阻害剤）に対して耐性にされた作物もまた含まれるも
のと理解されたい。品種改良の通常の方法によってイミダゾリノン、例えばイマザモック
スに対して耐性にされた作物の例は、Ｃｌｅａｒｆｉｅｌｄ（登録商標）夏ナタネ（カノ
ーラ）である。遺伝子工学法によって除草剤に対して耐性にされた作物の例には、例えば
ＲｏｕｎｄｕｐＲｅａｄｙ（登録商標）およびＬｉｂｅｒｔｙＬｉｎｋ（登録商標）の商
品名で市販されている耐グリホサートおよび耐グルホシネートトウモロコシ品種が挙げら
れる。
【００７０】
　これら作物はまた、遺伝子工学法によって害虫に対して抵抗性を持つようにされたもの
、例えばＢｔトウモロコシ（ヨーロッパアワノメイガに対して抵抗性がある）、Ｂｔコッ
トン（メキシコワタミゾウムシに対して抵抗性がある）、またＢｔポテト（コロラドハム
シに対して抵抗性がある）として理解されたい。Ｂｔトウモロコシの例は、ＮＫ（登録商
標）（Ｓｙｎｇｅｎｔａ　Ｓｅｅｄｓ）のＢｔ　１７６トウモロコシハイブリッドである
。このＢｔ毒素は、バチルス・チューリンゲンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇ
ｉｅｎｓｉｓ）土壌細菌により天然で形成されるタンパク質である。これら毒素、または
そのような毒素を合成することができるトランスジェニック植物の例は、欧州特許出願公
開第Ａ－４５１　８７８号明細書、欧州特許出願公開第Ａ－３７４　７５３号明細書、国
際公開第９３／０７２７８号パンフレット、国際公開第９５／３４６５６号パンフレット
、国際公開第０３／０５２０７３号パンフレット、および欧州特許出願公開第Ａ－４２７
　５２９号明細書に記載されている。殺虫剤抵抗性をコードし、また１種類または複数種
類の毒素を発現させる１または複数の遺伝子を含むトランスジェニック植物の例は、Ｋｎ
ｏｃｋＯｕｔ（登録商標）（トウモロコシ）、Ｙｉｅｌｄ　Ｇａｒｄ（登録商標）（トウ
モロコシ）、ＮｕＣＯＴＩＮ３３Ｂ（登録商標）（ワタ）、Ｂｏｌｌｇａｒｄ（登録商標



(15) JP 6193758 B2 2017.9.6

10

20

30

40

50

）（ワタ）、ＮｅｗＬｅａｆ（登録商標）（ジャガイモ）、ＮａｔｕｒｅＧａｒｄ（登録
商標）、およびＰｒｏｔｅｘｃｔａ（登録商標）である。これら植物作物またはそれらの
種子材料は、除草剤に対して抵抗性があると同時に昆虫の摂食に対しても抵抗性がある可
能性がある（「スタック」トランスジェニックイベント）。例えば種子は、殺虫Ｃｒｙ３
タンパク質を発現させ、一方で同時にグリホサートに対して耐性であることができる。
【００７１】
　これら作物にはまた、品種改良または遺伝子工学の通常の方法によって得られ、いわゆ
る出力形質（例えば、貯蔵安定性の向上、高い栄養価、および風味の改良）を包含するも
のが含まれることを理解されたい。
【００７２】
　他の有用な植物には、芝草、例えばゴルフコース、芝生、公園、および道路沿いのもの
、または芝地用に営利的に成長させたもの、および草花または低木などの装飾用植物が挙
げられる。
【００７３】
　作物の場は、栽培される植物がすでに成長しつつある、またはそれらの栽培される植物
の種子が蒔かれている耕地の場であり、かつまたそれらの栽培される植物を成長させるこ
とを目的としている耕地の場である。
【００７４】
　除草剤、植物成長調節剤、殺藻剤、防かび剤、殺菌剤、殺ウィルス剤、殺虫剤、殺ダニ
剤、殺線虫剤、または軟体動物駆除剤などの他の有効成分も、本発明の製剤中に存在する
ことができ、またタンク混合物のパートナーとしてそれら製剤と共に加えることができる
。
【００７５】
　本発明の組成物はさらに、他の不活性添加物を含むことができる。このような添加剤に
は、増粘剤、流動性向上剤、分散剤、乳化剤、湿潤剤、消泡剤、生物致死剤、滑沢剤、充
填剤、ドリフト抑制剤、付着向上剤、補助剤、蒸発防止剤、凍結保護剤、昆虫誘引性匂い
物質、ＵＶ保護剤、芳香剤などが挙げられる。増粘剤は、例えばキサンタンの多糖（例え
ばアニオン性ヘテロ多糖、例えばＲＨＯＤＯＰＯＬ（登録商標）２３（キサンタンガム）
（Ｒｈｏｄｉａ，Ｃｒａｎｂｕｒｙ，ＮＪ））、アルギン酸塩、グアール、またはセルロ
ースと、変性セルロース系ポリマー、ポリカルボン酸エステルなどの合成巨大分子と、ベ
ントナイト、モンモリロナイト、ヘクトナイト（ｈｅｃｔｏｎｉｔｅｓ）、またはアタパ
ルジャイトなどの水溶性また水中で膨潤することができる化合物であることができる。凍
結保護剤は、例えばエチレングリコール、プロピレングリコール、グリセロール、ジエチ
レングリコール、サッカロース、塩化ナトリウムなどの水溶性の塩、ソルビトール、トリ
エチレングリコール、テトラエチレングリコール、尿素、またはこれらの混合物であるこ
とができる。代表的な消泡剤は、シリコーン油、ポリジアルキルシロキサン、具体的には
ポリジメチルシロキサン、フルオロ脂肪族エステル、またはペルフルオロアルキルホスホ
ン酸／ペルフルオロアルキルホスホン酸またはその塩、およびこれらの混合物である。好
適な消泡剤はポリジメチルシロキサン、例えばＤｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ（登録商標）Ａｎ
ｔｉｆｏａｍ　Ａ、Ａｎｔｉｆｏａｍ　Ｂ、またはＡｎｔｉｆｏａｍ　ＭＳＡである。代
表的な生物致死剤には、ＰＲＯＸＥＬ（登録商標）ＧＸＬ（Ａｒｃｈ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ
ｓ）から入手できる１，２－ベンゾイソチアゾリン－３－オンが挙げられる。
【００７６】
　本発明の組成物は肥料と混合することができ、それでもそれらの安定性を維持する。
【００７７】
　本発明の組成物は、従来の農法に使用することができる。例えば本発明の組成物は、水
および／または肥料と混合することができ、それを航空機噴霧タンク、灌漑設備、直噴設
備、背負い式噴霧タンク、ウシ浴槽、地上噴霧に使用される農機具（例えばブームスプレ
イヤー、人力噴霧器）などの任意の手段によって所望の場所に発芽前および／または発芽
後に散布することができる。
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【００７８】
　本発明の範囲内では、農業的有効成分の形で述べられる化学薬剤を含有する分散相高分
子粒子を生成する４つの異なる方法がある。各方法は、その中に少なくとも１種類の農業
的有効成分が分布している固体ポリマーマトリックスと、その表面のコロイド状固体材料
と、任意選択で、分散相から農薬有効成分が拡散して出ていくことを可能にするやり方で
分散相からのこの化学薬剤の抽出がそれを多孔質にするような非架橋性の可動性化学薬剤
と、任意選択で、水に曝露した時に水和し、農薬有効成分が分散相から拡散して出ていく
ことを可能にするやり方でマトリックスを透過性にする親水基を有するポリマーマトリッ
クスと、任意選択で、農薬有効成分に対して分散相をより不浸透性にする非多孔質無機質
とを含む分散相を生じさせる。
【００７９】
　第一の方法は、
　（１）少なくとも１種類の農薬有効成分を、少なくとも１種類の適切な架橋性樹脂（モ
ノマー、オリゴマー、プレポリマー、またはこれらのブレンド物を含む）と、任意選択で
、その樹脂が親水基を含有する場合には任意選択で適切な硬化剤、触媒、または開始剤と
、拡散バリヤーとしての非多孔質粒状無機物および／または非架橋性の可動性化学薬剤か
ら選択される１種類または複数種類の任意選択の成分とを含む非水性の硬化性液状混合物
中に溶解または懸濁させることによって分散濃縮液を調製するステップ、
　（２）前記分散濃縮液を水性液（この液体はさらに（ピッカリング）エマルション安定
剤としてのコロイド状固体と、任意選択で、その分散させた未硬化樹脂の液滴中に拡散す
ることができるある種の適切な硬化剤、触媒、または開始剤とを含有する）中で乳化して
１～２００ミクロンの平均液滴サイズにするステップ、および
　（３）その架橋性樹脂混合物の架橋または硬化を引き起こして硬化した熱硬化性高分子
粒子を生成するステップ
を含む。
【００８０】
　第二の方法は、分散濃縮液が非水性液として架橋性樹脂の代わりに重合性樹脂を含むこ
とを除いて第一の方法と概ね同一である。分散相粒子はステップ（３）の硬化反応の代わ
りに重合反応によって形成され、したがって得られる分散相は熱硬化性高分子粒子ではな
く熱可塑性高分子粒子を含む。
【００８１】
　第三の方法は、
　（１）少なくとも１種類の農薬有効成分を、揮発性溶媒中に溶解した少なくとも１種類
の適切な固化可能なポリマーと、拡散バリヤーとしての非多孔質粒状無機物および／また
は非架橋性の可動性化学薬剤から選択される１種類または複数種類の任意選択の成分とを
含む非水性液状混合物中に溶解または懸濁させるステップ、
　（２）前記溶液を水性液（この液体はさらに（ピッカリング）エマルション安定剤とし
てのコロイド状固体を含有する）中で乳化して１～２００ミクロンの平均液滴サイズにす
るステップ、および
　（３）そのエマルションを約３０～１２０℃の温度で約０．１～１０時間加熱すること
によって揮発性溶媒の蒸発を引き起こして固体熱可塑性ポリマー粒子を生成するステップ
を含む。
【００８２】
　第四の調製方法は、
　（１）少なくとも１種類の農薬有効成分を、少なくとも１種類の適切な固化可能な熱可
塑性ポリマーの溶融液と、拡散バリヤーとしての非多孔質粒状無機物および／または非架
橋性の可動性化学薬剤から選択される１種類または複数種類の任意選択の成分とを含む非
水性の硬化性液状混合物中に溶解または懸濁させることによって分散濃縮液を調製するス
テップ、
　（２）前記分散濃縮液を加熱水性液（この液体はさらに（ピッカリング）エマルション
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安定剤としてのコロイド状固体を含有する）中で乳化して１～２００ミクロンの平均液滴
サイズにするステップ、および
　（３）このエマルションを冷却して熱可塑性高分子粒子を生成するステップ
を含む。
【００８３】
　一実施形態では分散濃縮液は、
　ａ）少なくとも１種類の農薬有効成分を、少なくとも１種類の適切な硬化性または架橋
性樹脂（モノマー、オリゴマー、プレポリマー、またはこれらのブレンド物を含む）と、
任意選択で、適切な硬化剤、触媒、または開始剤と、非多孔質粒状無機物（拡散バリヤー
として）および／または非架橋性の可動性化学薬剤から選択される１種類または複数種類
の任意選択の成分とを含む非水性液状混合物（プレミックス）中に溶解または懸濁させ、
　ｂ）前記溶液または懸濁液を水性液（この液体はさらに（ピッカリング）エマルション
安定剤としてのコロイド状固体と、任意選択で、その分散した未硬化または未重合樹脂液
滴中に拡散することができるある種の適切な硬化剤、触媒、または開始剤とを含有する）
中で乳化して１～２００ミクロンの平均液滴サイズにし、
　ｃ）その樹脂混合物の架橋、硬化、または重合を引き起こして、その中に分布している
少なくとも１種類の農業的有効成分と、それらの表面に少なくとも１種類のコロイド状固
体材料とを有し、硬化後に水性液中に分散される硬化済み熱硬化性樹脂または重合済み熱
可塑性樹脂粒子を生成する
ことによって調製される。
【００８４】
　一実施形態では分散濃縮液は、分散相プレミックスが硬化できないようにピッカリング
エマルションが形成された後に連続相を介して硬化剤を加えることによって調製される。
別法では分散濃縮液中で第一の超遅反応性硬化剤を使用することもでき、次いで連続相を
介して第二の速硬性硬化剤、促進剤、または触媒を加えることができる。これらの第二の
薬剤は分散相が乳化された後に連続相に加えられ、したがってそれらは連続相中で混和性
であるように選択されなければならない。好適な速硬性の水混和性硬化剤には、ジエチレ
ントリアミン、トリエチレンテトラミン、キシレンジアミン、ポリエチレングリコールジ
アミン、およびポリオキシプロピレンジアミンが挙げられる。硬化剤の混合物もまた追加
の適応性を得るために使用することができる。
【００８５】
　一実施形態では分散濃縮液は、連続相のプレミックスに分散相のプレミックスを加える
ことによって調製され、
　１）分散相のプレミックスは、少なくとも１種類の農業的有効成分と、少なくとも１種
類の適切な硬化性または重合性樹脂のモノマー、オリゴマー、プレポリマー、またはこれ
らのブレンド物と、適切な硬化剤、触媒、または開始剤と、任意選択の非架橋性の可動性
化学薬剤と、拡散バリヤーとして任意選択の粒状非多孔質無機物とを高せん断ミキサーを
用いてブレンドすることによって調製される。また、
　２）連続相のプレミックスは、エマルション安定剤としてコロイド状固体を含む水性液
を、低せん断ミキサーを用いてブレンドすることによって調製される。
【００８６】
　得られた分散相プレミックスと連続相プレミックスの混合物を、高せん断条件下で適切
な時間のあいだ撹拌してピッカリングエマルションを形成し、次いで分散相を重合させる
ために加熱するか、または必要に応じて光線または他の電磁放射線条件（ＵＶ、マイクロ
波）にさらす。乳化のせん断速度および持続時間は、下記の観察に導かれて当業者が容易
に決めることができる。すなわち、せん断速度が低すぎる場合にはエマルションおよび得
られるポリマーマトリックス粒子は比較的粗く、望ましいものよりも大きくなる可能性が
あり、またそうではなくてせん断速度が高すぎるか、持続時間が長すぎる場合にはエマル
ション安定化用コロイドが連続相から最終的には枯渇して分散相と連続相の間の新しい界
面が事実上保護されなくなり、その時点で分散相の急速なコアレッセンスまたはヘテロ凝



(18) JP 6193758 B2 2017.9.6

10

20

30

40

50

集が起こり、ピッカリングエマルションが事実上失われる。
【００８７】
　一実施形態では分散相プレミックスと連続相プレミックスの混合物を高せん断条件下で
５～１０分間撹拌し、硬化反応を引き起こすために約３０～１２０℃の温度で約０．１～
１０時間加熱する。
【００８８】
　一実施形態では分散濃縮液は、
　ａ）少なくとも１種類の農業的有効成分を、揮発性溶媒中に溶解した少なくとも１種類
の適切なポリマーと、非多孔質粒状無機物（拡散バリヤーとして）および／または非架橋
性の可動性化学薬剤から選択される１種類または複数種類の任意選択の成分とを含む非水
性液状混合物中に溶解または懸濁させ、
　ｂ）前記溶液を水性液（この液体はさらに（ピッカリング）エマルション安定剤として
のコロイド状固体を含有する）中で乳化して１～２００ミクロンの平均液滴サイズにし、
　ｃ）このエマルションを、約３０～１２０℃の温度で約０．１～１０時間加熱すること
により揮発性溶媒の蒸発を引き起こして、水性液中に分散される固体熱可塑性ポリマー粒
子、すなわちその中に分布している少なくとも１種類の農業的有効成分と、それらの表面
にコロイド状固体とを有する粒子を生成する（もし必要ならば、より多量の液体を連続相
に加えて、蒸発過程の間に失われる液体を元に戻すことができる）
ことによって調製される。
【００８９】
　分散固相の固体ポリマー粒子の調製に使用される好適な重合性樹脂には、エポキシ樹脂
、フェノール樹脂、アミノプラスト樹脂、およびポリエステル樹脂などの熱硬化性樹脂が
挙げられる。
【００９０】
　分散固相の固体ポリマー粒子の調製に使用される他の好適な重合性樹脂には、スチレン
、メタクリル酸メチル、およびアクリル系樹脂などの熱可塑性樹脂が挙げられる。
【００９１】
　好適な熱可塑性ポリマーには、上記熱可塑性樹脂のポリマー、ならびに酢酸セルロース
、ポリアクリラート、ポリカプロラクトン、およびポリ乳酸などのポリマーが挙げられる
。
【００９２】
　エポキシに関してはあらゆる通常のジエポキシドおよびポリエポキシドモノマー、プレ
ポリマー、またはこれらのブレンド物が、本発明の実施にとって適したエポキシ樹脂であ
る。一実施形態では適切なエポキシ樹脂は周囲温度で液体である。このジエポキシドおよ
びポリエポキシドは、脂肪族、脂環式、または芳香族化合物であることができる。このよ
うな化合物の典型的な例は、ビスフェノールＡ、グリセロール、またはレゾルシノールの
ジグリシジルエーテルと、水素化ビスフェノールＡ、エチレングリコール、１，２－プロ
パンジオール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、ジエチレングリコ
ール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、グリセロール、トリメチロ
ールプロパン、または１，４－ジメチロールシクロヘキサンの、または２，２－ビス（４
－ヒドロキシシクロヘキシル）プロパンのグリシジルエーテルを含めた、脂肪族または脂
環式二価アルコールまたは多価アルコールのグリシジルエーテルおよびβ－メチルグリシ
ジルエーテルと、ジフェノールおよびポリフェノール、一般にはレゾルシノール、４，４
’－ジヒドロキシジフェニルメタン、４，４’－ジヒドロキシジフェニル－２，２－プロ
パン、ノボラック、および１，１，２，２－テトラキス（４－ヒドロキシフェニル）エタ
ンのグリシジルエーテルである。更なる例は、エチレン尿素、１，３－プロピレン尿素、
または５－ジメチルヒダントインの、または４，４’－メチレン－５，５’－テトラメチ
ルジヒダントインのジグリシジル化合物を含めたＮ－グリシジル化合物、あるいはトリグ
リシジルイソシアヌラートなどのグリシジル化合物、あるいは生分解性／生物由来のエポ
キシ（植物油系）である。
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【００９３】
　技術的に重要な更なるグリシジル化合物は、カルボン酸、特にジカルボン酸およびポリ
カルボン酸のグリシジルエステルである。典型的な例は、コハク酸、アジピン酸、アゼラ
イン酸、セバシン酸、フタル酸、テレフタル酸、テトラおよびヘキサヒドロフタル酸、イ
ソフタル酸、またはトリメリト酸の、または部分重合脂肪酸、例えば二量化脂肪酸のグリ
シジルエステルである。
【００９４】
　グリシジル化合物とは異なるポリエポキシドの実例は、ビニルシクロヘキセンとジシク
ロペンタジエンのジエポキシド、３－（３’，４’－エポキシシクロヘキシル）－８，９
－エポキシ－２，４－ジオキサスピロ［５．５］ウンデカン、３，４－エポキシシクロヘ
キサンカルボン酸の３’，４’－エポキシシクロヘキシルメチルエステル、ブタジエンジ
エポキシドまたはイソプレンジエポキシド、エポキシ化リノール酸誘導体、あるいはエポ
キシ化ポリブタジエンである。
【００９５】
　他の好適なエポキシ樹脂は、炭素原子２～４個の二価フェノールまたは二価脂肪族アル
コールのジグリシジルエーテルまたは高級ジグリシジルエーテル、好ましくは２，２－ビ
ス（４－ヒドロキシフェニル）プロパンおよびビス（４－ヒドロキシフェニル）メタンの
ジグリシジルエーテルまたは高級ジグリシジルエーテル、あるいはこれらのエポキシ樹脂
の混合物である。
【００９６】
　本発明の実施にとって好適なエポキシ樹脂硬化剤は、一般には第一級および第二級アミ
ンとこれらの付加体、シアナミド、ジシアンジアミド、ポリカルボン酸、ポリカルボン酸
の無水物、ポリアミン、ポリアミノ－アミド、アミンとポリエポキシドの重付加体、およ
び多価アルコールから選択される任意の適切なエポキシ樹脂硬化剤であることができる。
【００９７】
　様々なアミン化合物（モノアミン、ジアミン、またはポリアミン）、例えば脂肪族アミ
ン（ジエチレントリアミン、ポリオキシプロピレントリアミンなど）、脂環式アミン（イ
ソホロンジアミン、アミノエチルピペラジン、またはジアミノシクロヘキサンなど）、ま
たは芳香族アミン（ジアミノジフェニルメタン、キシレンジアミン、フェニレンジアミン
など）を硬化剤として使用することができる。第一級および第二級アミンは、硬化剤とし
て広範に働くことができ、一方、第三級アミンは、一般には触媒として作用する。
【００９８】
　エポキシ硬化剤は一般にはアミンであるが他の選択肢も存在し、それらは、アミンの存
在下で不安定または可溶性の恐れのある化学薬剤に合わせるために、またはより広範囲の
硬化速度の達成を可能にするために追加の適応性を与えるはずである。
【００９９】
　例えば他の好適な硬化剤は、ポリカルボン酸の無水物、一般には無水フタル酸、ナジッ
ク酸無水物、メチルナジック酸無水物、メチルテトラヒドロフタル酸無水物、メチルヘキ
サヒドロフタル酸無水物、さらにテトラヒドロフタル酸無水物およびヘキサヒドロフタル
酸無水物である。
【０１００】
　本発明によれば、分散相が農薬有効成分などの化学薬剤を含有する場合、また任意選択
で分散相がマトリックス透過性、またそれによって散布時の農薬有効成分の放出速度を制
御する手段を含む場合、ポリマーマトリックスの種類にかかわらず、その分散相を固化し
て固体ポリマーマトリックスにするステップの前のエマルションを安定化するために任意
の種類のピッカリングコロイドエマルション安定剤を使用することができる。
【０１０１】
　より具体的には、連続相全体にわたって網目組織またはゲルを形成し、それによって低
せん断粘度を増し、また小粒子、界面活性剤ミセル、またはエマルション液滴の動きを遅
くすることによって重力による沈降またはクリーム分離を抑制するために農薬製剤中で粘
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度調節剤として使用されるシリカおよびクレーなどの固体が文献中に教示されている。本
発明のコロイド状固体は、そうではなくて一時的液体－液体界面に吸着し、それによって
接触または隣接している硬化性液滴が合体できなくなる（硬化性液滴が沈降物またはクリ
ーム層中に集まったかどうかにかかわりなく）ように硬化性液滴の周囲にバリヤーを形成
することにより、樹脂モノマーを含有する液滴を硬化の間安定化させるための加工助剤と
して働く。下記のような機能テストによって２つの異なる機能－粘弾性的改質またはエマ
ルション安定化を見分けることができる。硬化性ポリマー液滴のエマルションの安定化に
おけるコロイド状固体の有効性は、粒径、粒子形状、粒子濃度、粒子の湿潤性、および粒
子間の相互作用に左右される。コロイド状固体は、それらが分散した硬化性液状ポリマー
の液滴の表面を被覆することができるように十分小さくなければならず、かつこの硬化性
液滴は、使用のためにそのような粒子を含有する分散濃縮液を希釈する場合に、その得ら
れる固体ポリマー粒子の沈降に対する許容できる分散安定性にとって十分小さくなければ
ならない。また、最終ポリマー粒子（また、したがってコロイド状固体）は、標的場所に
おいて許容できる均一な製品の分配を実現するために十分小さいことが必要であるはずで
ある。コロイド状固体はまた、それらが一時的液体－液体界面に吸着し、それによって硬
化の間エマルションを安定化することができるように、分散相および連続相を形成する両
方の液体に対して十分な親和性を有しなければならない。ピッカリング型エマルションの
安定化のためのこの湿潤特性、粒子形状、および適性は、エマルション安定剤としてのコ
ロイド状固体なしの対照製剤を調製することによって容易に評価することができる。その
ような場合、硬化性液状ポリマーの液滴は合体し、微細な固体ポリマー粒子の分散の代わ
りに固結した塊を形成する。
【０１０２】
　一実施形態ではコロイド状固体は、走査電子顕微鏡法によって測定される０．０１～２
．０ミクロン、具体的には０．５ミクロン以下、より具体的には０．１ミクロン以下の数
加重メジアン粒径を有する。
【０１０３】
　カーボンブラック、金属酸化物、金属水酸化物、金属炭酸塩、金属硫酸塩、ポリマー、
シリカ、およびクレーを含めた様々な固体材料を、本発明の分散液を調製するためのコロ
イド安定剤として使用することができる。好適なコロイド安定剤は、濃縮製剤の調製の際
に存在するいかなる液相にも不溶性である。農薬有効成分が、最終組成物を希釈するため
に使用される任意の液体中で、また連続相と（一時的）分散液相の両方で適切には室温で
約１００ｐｐｍ未満の低い溶解度を有し、適切な粒径に調製することができ、かつ上記の
ように一時的液体－液体界面にとって適切な湿潤特性を有する場合、この有効成分はまた
コロイド安定剤としても働くことが可能である。粒状無機材料の例は、カルシウム、マグ
ネシウム、アルミニウム、およびケイ素（またはこのような材料の誘導体）の少なくとも
１種類のオキシ化合物、例えばシリカ、ケイ酸塩、大理石、クレー、およびタルクである
。これら粒状無機材料は、天然に産出されても、また反応器中で合成されてもよい。粒状
無機材料は、これらに限定されないが、カオリン、ベントナイト、アルミナ、石灰石、ボ
ーキサイト、石膏、炭酸マグネシウム、炭酸カルシウム（粉砕または沈降のいずれか）、
パーライト、ドロマイト、珪藻土、ハンタイト、マグネサイト、ベーマイト、海泡石、パ
リゴルスカイト、雲母、蛭石、イライト、ハイドロタルサイト、ヘクトライト、ハロイサ
イト、およびギブサイトから選択される鉱物であることができる。更なる好適なクレー（
例えばアルミノケイ酸塩）には、粘土鉱物のうちの高陵石、モンモリロナイト、またはイ
ライトの群を含むものが挙げられる。他の特定の例は、アタパルジャイト、ラポナイト、
および海泡石である。コロイドを凝集させるポリマー（コロイド状カオリンの場合のキサ
ンタンなど）もまた、ピッカリングエマルションの安定性を向上させることができる。
【０１０４】
　一実施形態では非多孔質粒状無機材料が、任意選択の拡散バリヤーとして働くように農
薬有効成分と一緒にポリマー粒子内に分配される。この拡散バリヤーは、このような材料
を、（例えば感水性の）農業的有効成分と一緒に、分散相ｂ）として働く熱硬化性または
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熱可塑性樹脂ポリマー粒子の調製に使用される非水性の硬化性液状混合物中に溶解または
懸濁させることによって調製される。好適な非多孔質粒状拡散バリヤー材料には、カーボ
ンブラック、金属酸化物、金属水酸化物、金属炭酸塩、金属硫酸塩、ポリマー、シリカ、
雲母、およびクレーが挙げられる。
【０１０５】
　本発明の一態様において粒状無機材料はカオリンクレーである。カオリンクレーはまた
、チャイナクレーまたは含水カオリンとも呼ばれ、主に鉱物性高陵石（Ａｌ2Ｓｉ2Ｏ5（
ＯＨ）4）、すなわち含水ケイ酸アルミニウム（またはアルミのケイ酸塩）を含有する。
【０１０６】
　本発明の一態様においては粒状無機材料を表面改質することができる。表面改質とは、
反応性基を有するように無機粒子表面が改質されていることを意味する。粒子の表面は、
一般式Ｘ－Ｙ－Ｚ（式中、Ｘは粒子表面に対して高い親和性を有する化学的部分であり、
Ｚは所望の官能基を有する（反応性）化学的部分であり、ＹはＸとＺを結合する化学的部
分である）を有する種々様々な化学薬剤を用いて改質することができる。
【０１０７】
　Ｘは、例えばトリ－エトキシシランまたはトリ－メトキシシランまたはトリクロロシラ
ンなどのアルコキシシラン基であることができ、これは粒子がそれらの表面にシラノール
（ＳｉＯＨ）基を有する場合、特に役立つ。Ｘはまた、例えば酸基（カルボン酸基または
アクリル酸基など）であることができ、これは粒子がそれらの表面に塩基性基を有する場
合、特に役立つ。Ｘはまた、例えば塩基性基（アミン基など）、エポキシ基、または不飽
和基（アクリル基またはビニル基など）であることもできる。
【０１０８】
　Ｙは、ＸとＺを結合する任意の化学基、例えばポリアミド、ポリイソシアナート、ポリ
エステル、またはアルキレン鎖であることができ、より好適にはそれはアルキレン鎖であ
り、さらに一層好適にはそれはＣ2~6アルキレン鎖、例えばエチレンまたはプロピレンで
ある。
【０１０９】
　反応性基Ｚは任意の基から選択することができ、Ｙと異なってもよく、それらを使用し
て架橋剤と反応させることができる。
【０１１０】
　コロイド状固体の種類および量は、硬化、重合、溶媒の蒸発、または他のポリマー固化
工程の間の組成物の許容できる物理的安定性を実現するように選択される。これは、この
成分の異なる量を有する一連の組成物のごく普通の評価によって当業者が容易に決定する
ことができる。例えば、そのコロイド状固体が組成物を安定化させる能力は、そのコロイ
ド状固体を用いて試験試料を調製することによって検証することができ、またその液滴の
エマルションが安定であり、コアレッセンスを示さないことを確かめることができる。コ
アレッセンスは、眼に見える大きな液滴の形成によって、また最終的には製剤内の液状モ
ノマー、ポリマー溶融液、またはポリマー溶液の層の形成によって明らかになる。硬化、
重合、溶媒の蒸発、または他のポリマー固化の間の組成物の物理的安定性は、顕著なコア
レッセンスがはっきりそれと分からないならば許容可能であり、その固体ポリマー粒子は
微細な分散系として存在する。
【０１１１】
　例えば一実施形態ではコロイド状固体は、分散相の１～８０重量％、具体的には４～５
０重量％の量で使用される。コロイド状固体の混合物も使用することができる。
【０１１２】
　一実施形態では、乳化工程の間に加えられるせん断速度と相まってエマルション液滴の
サイズを便利に制御するために、ピッカリングエマルションコロイド安定剤に加えて、任
意選択で１種類または複数種類の界面活性剤を使用することができる。存在する場合、そ
の１種類または複数種類の界面活性剤は、ピッカリングエマルションコロイド安定剤の０
．１～９０重量％、具体的には１～６０重量％の量で使用される。特定の実施形態では界
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面活性剤は低ＨＬＢ、例えば６以下を有するように選択される。別の特定の実施形態では
界面活性剤は、アルキル基が約８～約１８個の炭素原子を含有するアルキルアミンの２モ
ルエトキシラートである。
【０１１３】
　下記の実施例は、本発明の態様の幾つかをさらに例示するが、その範囲を限定するもの
ではない。本明細書および特許請求の範囲の全体を通じて別段の指定がない場合、百分率
は重量単位である。
【実施例】
【０１１４】
実施例１～４：様々な連続相液体の使用を例示する
　１９．１ｇの６３５　Ｔｈｉｎ　Ｅｐｏｘｙ　Ｒｅｓｉｎ（ＵＳ　Ｃｏｍｐｏｓｉｔｅ
ｓ　ｏｆ　Ｗｅｓｔ　Ｐａｌｍ　Ｂｅａｃｈ，ＦＬ）と９．５ｇの５５６　２：１　Ｅｐ
ｏｘｙ　Ｈａｒｄｎｅｒ（これもまたＵＳ　Ｃｏｍｐｏｓｉｔｅｓのもの）の樹脂混合物
Ａを調製した。次いで、下記の液体連続相試料の液体１０ｇ、すなわち９：１のエチレン
グリコール：水と、９：１のＰＥＧ２００：水と、９：１のグリセリン：水と、水とを、
それぞれコロイド安定剤として０．２ｇのＡｅｒｏｓｉｌ　２００燻蒸シリカと一緒にボ
ルテックス混合することによって調製した。次いで各連続相試料中に０．２ｇの樹脂混合
物Ａを導入し、ボルテックス混合によって分散させた。これら試料を室温のプラットホー
ムシェーカー上に一晩置き、次いで光学顕微鏡検査によって調べた。どのケースでも直径
約１００ミクロンのエポキシ樹脂粒子の分散物の存在が確認された。これらの実施例は、
固体エポキシ樹脂の小粒子を様々な異なる液体連続水性相中で形成することができること
を示している。
【０１１５】
実施例５～７：硬化前の樹脂の安定化のための様々なコロイドの使用を例示する
　９ｇの６３５　Ｔｈｉｎ　Ｅｐｏｘｙ　Ｒｅｓｉｎと、１．５ｇの微粉砕ジフェノコナ
ゾールと、４．５ｇの５５６　２：１　Ｅｐｏｘｙ　Ｈａｒｄｎｅｒとを混合することに
よって樹脂混合物Ｂを調製した。次いで下記の液体連続相、すなわち９．８ｇの水中に分
散させた０．２ｇのＡｅｒｏｓｉｌ　２００燻蒸シリカと、９．８ｇの水に分散させた０
．２ｇの燻蒸酸化アルミニウムとをボルテックス混合することによってそれぞれ調製した
。次いで各連続相試料中に０．２ｇの樹脂混合物Ｂを導入し、ボルテックス混合によって
分散させた。これら試料を室温のプラットホームシェーカー上に一晩置き、次いで光学顕
微鏡検査によって調べた。どのケースでも直径約１００ミクロンのエポキシ樹脂粒子の分
散物の存在が確認された。これに加えて、液体連続相がコロイド状固体を何も含有しない
試料を調製したが、固体エポキシ材料の大きな堆積物が容器の壁に付着するという結果に
なった。この実施例は、エポキシ樹脂の分散液を安定化させるために様々な異なるコロイ
ド状固体を使用することができるが、コロイド状固体を全く使用しないと樹脂は簡単に合
体し、最終的には固まって固体塊になることを示している。
【０１１６】
実施例８～１６：ポリマーマトリックス中への様々なＡＩの取り込み
　８ｇの６３５　Ｔｈｉｎ　Ｅｐｏｘｙ　Ｒｅｓｉｎと、４ｇの５５６　２：１　Ｅｐｏ
ｘｙ　Ｈａｒｄｎｅｒと、１．０ｇ～１．５ｇの間の下記の微粉砕した有効成分、すなわ
ちアトラジン、アゾキシストロビン、ビシクロピロン、シプロコナゾール、ジフェノコナ
ゾール、メソトリオン、プロジアミン、チアベンダゾール、チアメトキサムとを混合する
ことによって９種類の異なる個々の樹脂混合物を調製した。検査によってこれらの濃度で
ビシクロピロンおよびメソトリオンは液状樹脂中に完全に溶解し、シプロコナゾールの大
部分は溶解し、その他のＡＩは感知できるほどには溶解しなかった。９．８ｇの水中に分
散させた０．２ｇのＡｅｒｏｓｉｌ　２００燻蒸シリカを含有する１０ｇの連続相液体試
料中に、これらの樹脂混合物のそれぞれ１ｇを別々にボルテックス混合することによって
分散させた。これら試料を室温のプラットホームシェーカー上に一晩置き、次いで光学顕
微鏡検査によって調べた。どのケースでも直径約１００ミクロンのエポキシ樹脂粒子の分
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はエポキシ樹脂中に溶解しているので個々の結晶が見えなかった（これらの場合は全エポ
キシ樹脂粒子がわずかに複屈折し、マトリックス内に結晶ドメインの存在を示した）こと
を除いては、有効成分の結晶が偏光下でエポキシ粒子の内部に見えた。これらの実施例は
、それらが樹脂に不溶性であるか、部分的可溶性であるか、または完全可溶性であるかに
かかわりなく種々様々な異なる有効成分をエポキシ樹脂粒子中に効率的に捕えることがで
き、工程中のいかなる顕著な改質も必要でなく、また他の成分の存在も必要でないことを
示している。
【０１１７】
実施例１７～１８：ポリスチレンおよびポリアクリラートマトリックス中への有効成分の
閉じ込めを例示する
【０１１８】
Ａ）製剤の調製
　下記表１で述べるように分散相をせん断ミキサーで予混合する。連続相を低せん断ミキ
サーで予混合する。この予混合分散相を連続相に加え、次いで高せん断ミキサーで５～１
０分間ブレンドする。重合させるためにこの乳化製剤を高温（７０℃）で８時間処理する
。粒子の平均直径をＭａｌｖｅｒｎ（登録商標）マスターサイザーにより求めた。
【０１１９】
【表１】

【０１２０】
実施例１９～２０：ポリマーマトリックス中への可動非架橋性分子の取り込みによる放出
速度の制御を例示する、また実施例２１～２２：液状有効成分の閉じ込めを例示する
【０１２１】
Ａ）製剤の調製
　下記表２で述べるように分散相を低せん断ミキサーで予混合する。連続相を低せん断ミ
キサーで予混合する。この予混合した分散相を連続相に加え、次いで高せん断ミキサーで
５～１０分間ブレンドする。エポキシ樹脂の硬化反応を促進させるためにその混合製剤を
高温（７０℃）で３時間処理した。粒子の平均直径をＭａｌｖｅｒｎ（登録商標）マスタ
ーサイザーにより求めた。
【０１２２】
Ｂ）放出速度
　硬化組成物１９および２０を、ガラス瓶中で適切な乳化剤（Ｔｏｘｉｍｕｌ　ＴＡ－６
、Ｓｔｅｐｆａｃ　８１８９、およびＴｏｘｉｍｕｌ　８３２０など）と一緒に水で希釈
し、次いで撹拌した。有効成分の濃度はＨＰＬＣ分析により監視された。
【０１２３】
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【表２】

【０１２４】
実施例２１～２４：クレーおよび凝集用ポリマーを用いたピッカリングエマルションを例
示する
【０１２５】
Ａ）製剤の調製
　下記表３で述べるように分散相をせん断ミキサーで予混合する。連続相は低せん断ミキ
サーで予混合する。この予混合分散相を連続相に加え、次いで高せん断ミキサーで５～１
０分間ブレンドする。重合させるためにこの乳化製剤を高温（７０℃）で８時間処理する
。粒子の平均直径をＭａｌｖｅｒｎ（登録商標）マスターサイザーにより求めた。
【０１２６】

【表３】

【０１２７】
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　上記で本発明のほんのわずかな例示的実施形態を詳細に述べてきたが、当業者は、多く
の修正形態が、本発明の新規な教示内容および利点から実質上逸脱することなく、これら
例示的実施形態において可能であることを容易に理解するはずである。したがってこのよ
うな全ての修正形態は、下記の特許請求の範囲中で規定される本発明の範囲内に包含され
るよう意図されている。
［付記］
［１］
　ａ）連続的した水性液相と、
　ｂ）少なくとも１ミクロンの平均粒径を有するポリマー粒子を含み、かつ硬化性または
重合性樹脂か、固化可能な熱可塑性ポリマーのいずれかから調製されるポリマー粒子を含
み、前記ポリマー粒子の外面がコロイド状固体材料を含みかつ前記ポリマー粒子はその中
に少なくとも１種類の化学薬剤が分布している、少なくとも１種類の分散固相と
を含む水性分散濃縮組成物。
［２］
　前記化学薬剤が農薬有効成分である、［１］に記載の組成物。
［３］
　前記コロイド状固体材料が、前記分散相を調製するために使用される工程の間前記ポリ
マー粒子をエマルション状態で安定化させるのに有効な量で存在する、［１］に記載の組
成物。
［４］
　前記農業的有効成分が、固体を含みかつ分散固相内に分布しているか、あるいは液体で
ありかつ分散固相内に分布している、［２］に記載の組成物。
［５］
　前記分散相が少なくとも１種類の非架橋性の可動性化学薬剤を含み、それにより前記分
散相からの前記化学薬剤の抽出が、前記有効成分の外部への拡散を可能にするやり方でそ
れを多孔質にするようにする、［１］に記載の組成物。
［６］
　前記ポリマー粒子を構成する前記ポリマー分子は、それらが前記有効成分の外部への拡
散を可能にするように前記ポリマー粒子をより透過性にするやり方で、水に曝露した時に
水和する親水基を含有する、［１］に記載の組成物。
［７］
　任意選択で各分散相が、前記有効成分の放出を遅らせるための拡散バリヤーとして働く
少なくとも１種類の非多孔質粒状無機材料を含む、［１］に記載の組成物。
［８］
　前記ポリマー粒子が熱硬化性である、［１］に記載の組成物。
［９］
　前記ポリマー粒子が熱可塑性である、［１］に記載の組成物。
［１０］
　前記連続相（ａ）が、水と、実質的に水混和性の非水性液とを含む、［１］に記載の組
成物。
［１１］
　前記実質的に水混和性の非水性液が、炭酸プロピレン、エチレングリコール、ジエチレ
ングリコール、トリエチレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコー
ル、トリプロピレングリコール、ブチレングリコール、ヘキシレングリコール、約８００
までの分子量を有するポリエチレングリコール、酢酸ジ（プロピレングリコール）メチル
エーテル、二酢酸プロピレングリコール、リン酸トリエチル、乳酸エチル、γ－ブチロラ
クトン、プロパノール、テトラヒドロフルフリルアルコール、Ｎ－メチルピロリドン、ジ
メチルラクトアミド、およびこれらの混合物から選択される、［１］に記載の組成物。
［１２］
　前記連続相（ａ）が、水と、水溶性溶質とを含む、［１］に記載の組成物。
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［１３］
　前記水溶性溶質が、酸、塩基、塩、糖、多糖、タンパク質、アミノ酸、ベタイン、およ
びこれらの混合物から選択される、［１２］に記載の組成物。
［１４］
　前記連続相（ａ）が、少なくとも１種類の農薬有効成分をさらに含み、かつ前記有効成
分が、溶液、エマルション、ミクロエマルション、あるいはマイクロカプセルまたは微粒
子の懸濁液から選択される状態である、［２］に記載の組成物。
［１５］
　前記連続相（ａ）が、１種類または複数種類の界面活性剤または分散剤をさらに含む、
［１］に記載の組成物。
［１６］
　前記コロイド状固体が、前記ポリマー粒子の表面に分布される粒状無機材料を含む、［
１］に記載の組成物。
［１７］
　前記コロイド状固体が、微粒子の形態の、かつ前記ポリマー粒子の表面に分布されるピ
ッカリング安定剤として機能する農薬有効成分を含む、［２］に記載の組成物。
［１８］
　任意選択で各分散相（ｂ）が、界面活性剤、ポリマー、コポリマー、酸、塩基、天然ま
たは合成の油またはアルコール、実質的に水溶性の化合物、および実質的に不水溶性の化
合物から選択される少なくとも１種類の非架橋性の可動性化学薬剤をさらに含む、［１］
に記載の組成物。
［１９］
　各分散固相（ｂ）が、硬化したエポキシ樹脂ポリマーを含む、［１］に記載の組成物。
［２０］
　各分散固相（ｂ）が、硬化したフェノール樹脂ポリマーを含む、［１］に記載の組成物
。
［２１］
　各分散固相（ｂ）が、硬化したポリウレタンポリマーを含む、［１］に記載の組成物。
［２２］
　各分散固相（ｂ）が、硬化したポリ尿素樹脂ポリマーを含む、［１］に記載の組成物。
［２３］
　各分散固相（ｂ）が、硬化したアミノプラスト樹脂ポリマーを含む、［１］に記載の組
成物。
［２４］
　各分散固相（ｂ）が、ポリエステルまたはビニルエステル樹脂ポリマーを含む、［１］
に記載の組成物。
［２５］
　各分散固相（ｂ）が、熱可塑性のポリスチレンまたはポリアクリラートポリマー、ある
いは生分解性の熱可塑性ポリマーを含む、［１］に記載の組成物。
［２６］
　（ｂ）が、ジエポキシドモノマーおよびポリエポキシドモノマー、プレポリマー、プレ
ポリマー、生分解性エポキシ樹脂、またはこれらのブレンド物から選択されるエポキシ樹
脂を、第一級および第二級アミンとこれらの付加体、シアナミド、ジシアンジアミド、ポ
リカルボン酸、ポリカルボン酸の無水物、ポリアミン、ポリアミノ－アミド、アミンとポ
リエポキシドの重付加物、多価アルコール、およびこれらの混合物から選択される硬化剤
で硬化させることによって調製される硬化エポキシ樹脂ポリマーマトリックスを含む、［
１９］に記載の組成物。
［２７］
　各分散固相（ｂ）が、１～２００ミクロンの間の平均直径を有するポリマー粒子を含む
、［１］に記載の組成物。
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［２８］
　前記コロイド状固体が、前記分散固相の約８０重量％以下を構成する、［１］に記載の
組成物。
［２９］
　［２］に記載の濃縮組成物の有効量を水および液肥から選択される水性液状キャリアで
希釈し、前記希釈組成物を植物種またはその場所に散布することによって、有害生物が前
記植物種に蔓延するのを防除または駆除する、あるいは植物成長を調節する方法。
［３０］
　少なくとも１種類の農薬有効成分を組み込んだ水性液分散濃縮液の製造方法であって、
ａ）少なくとも１種類の農薬有効成分を、任意選択で少なくとも１種類の非架橋性の可動
性化学薬剤を含有する、任意選択で非多孔質粒状無機物を含有する、また任意選択で化学
硬化剤を含有する液状の硬化可能な、固化可能な、または重合可能な樹脂中に溶解または
懸濁させるステップ、
ｂ）前記溶液または懸濁液を、コロイド状固体エマルション安定剤および任意選択で化学
硬化剤を含有する水性液と一緒にし、前記溶液または懸濁液のエマルションを形成するの
に十分な機械的撹拌を施すステップ、および
ｃ）前記樹脂の硬化、固化、または重合を引き起こしてポリマー粒子の水性液分散液を生
成するステップであって、前記ポリマー粒子が、少なくとも１種類の農薬有効成分と、前
記ポリマー粒子の表面に分布したコロイド状固体とを含有する、ステップ
を含む、方法。
［３１］
　前記重合可能な樹脂が、エポキシ、ポリイソシアナート、ポリアミン、アミノプラスト
、フェノール樹脂、およびポリエステルから選択される、［３０］に記載の方法。
［３２］
　前記重合可能な樹脂が熱硬化性エポキシ樹脂である、［３１］に記載の方法。
［３３］
　前記エポキシ樹脂が、ビスフェノールＡ、グリセロール、ポリプロピレンオキシド、ま
たはレゾルシノールのジグリシジルエーテル、またはこれらのエーテルの２種類以上の混
合物を含む、［３２］に記載の方法。
［３４］
　前記エポキシ樹脂の硬化が、アミン硬化剤を用いて達成される、［３２］に記載の方法
。
［３５］
　硬化が、ポリ（オキシプロピレン）ジアミンを含むアミン硬化剤を用いて達成される、
［３４］に記載の方法。
［３６］
　前記コロイド状固体エマルション安定剤が、カーボンブラック、金属酸化物、金属水酸
化物、金属炭酸塩、金属硫酸塩、ポリマー、シリカ、およびクレーから選択される、［３
０］に記載の方法。
［３７］
　前記コロイド状固体エマルション安定剤が、微粉末の形態の農薬有効成分である、［３
６］に記載の方法。
［３８］
　少なくとも１種類の農薬有効成分を組み込んだ水性液分散濃縮液の製造方法であって、
ａ）少なくとも１種類の農薬有効成分を、任意選択で非多孔質粒状無機物を含有し、また
任意選択で非架橋性の可動性化学薬剤を含有する揮発性溶媒に溶かした熱可塑性ポリマー
の溶液中に溶解または懸濁させるステップ、
ｂ）前記溶液または懸濁液を、コロイド状固体エマルション安定剤を含有する水性液と一
緒にし、前記溶液または懸濁液のエマルションを形成するのに十分な機械的撹拌を施すス
テップ、および
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ｃ）熱を加えて前記揮発性溶媒を蒸発させてポリマー粒子の水性液分散液を生成するステ
ップであって、前記ポリマー粒子が、少なくとも１種類の農薬有効成分と、前記ポリマー
粒子の表面に分布したコロイド状固体とを含有する、ステップ
を含む、方法。
［３９］
　少なくとも１種類の農薬有効成分を組み込んだ水性液分散濃縮液の製造方法であって、
ａ）少なくとも１種類の農薬有効成分を、任意選択で非多孔質粒状無機物を含有し、また
任意選択で非架橋性の可動性化学薬剤を含有する熱可塑性ポリマーの溶融液中に溶解また
は懸濁させるステップ、
ｂ）前記溶液または懸濁液を、コロイド状固体エマルション安定剤を含有する水性液と一
緒にし、前記溶液または懸濁液のエマルションを形成するのに十分な機械的撹拌を施すス
テップ、および
ｃ）前記エマルションを冷却して前記分散相を固化し、それによってポリマー粒子の水性
液分散液を生成するステップであって、前記ポリマー粒子が、少なくとも１種類の農薬有
効成分と、前記ポリマー粒子の表面に分布したコロイド状固体とを含有する、ステップ
を含む、方法。
［４０］
　前記コロイド状固体エマルション安定剤が、カーボンブラック、金属酸化物、金属水酸
化物、金属炭酸塩、金属硫酸塩、ポリマー、シリカ、およびクレーから選択される、［３
８］または［３９］に記載の方法。
［４１］
　前記コロイド状固体エマルション安定剤が、微粉末の形態の農薬有効成分である、［３
８］または［３９］に記載の方法。
［４２］
　前記コロイド状固体エマルション安定剤は、それが前記重合可能な樹脂、または前記連
続相を介して加えられる別の薬剤を含むことができる架橋剤と化学的に反応することを可
能にするように等方的またはその他の方法で表面改質されてもよい、［３０］、［３８］
、または［３９］に記載の方法。
［４３］
　前記連続相が水であり、かつ前記コロイド状固体が親水性燻蒸シリカである、［３０］
、［３８］、または［３９］に記載の方法。
［４４］
　前記連続相が水と、実質的に水混和性の非水性液とを含み、かつ前記コロイド状固体が
親水性燻蒸シリカである、［３０］、［３８］、または［３９］に記載の方法。
［４５］
　前記連続相が水に溶かしたキサンタン多糖の溶液であり、かつ前記コロイド状固体がカ
オリンクレーである、［３０］、［３８］、または［３９］に記載の方法。
［４６］
　ポリマー粒子であって、前記ポリマー粒子内に均一または不均一に分布するか、前記粒
子内にドメインの形で存在するかのいずれかである少なくとも１種類の封入された農薬有
効成分を含み、かつ前記粒子の外面領域がコロイド状固体材料を含み、かつ任意選択で少
なくとも１種類の可動非架橋性化学薬剤を含む、粒子。
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